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【論文要旨】
　日本やアメリカの立憲民主主義国家の憲法は，リベラルな民主政という憲法体制を保障すると解
することができる。リベラルな民主政では，公教育を通じてその存続のために必要な特定の価値を
子どもに教え込むことが必要とされるが，政府が公教育を利用し，子どもの精神を完全に支配する
ならば，公教育はリベラルな民主政そのものを破壊するものにもなりかねない。このリベラルな民
主政における公教育のジレソマは，どのように調整されるべきであろうか。本稿は，アメリカでの
議論を参照し，検討を試みる。アメリカでは，このジレンマは，基本的に政府と親との権限の分配
を通じて調整されている（1）。もっとも，問題は，ある具体的な場面で政府の権限が優先すべき
か，それとも親の権限が優先すべきかである。この問題に答えるには，リベラルな民主政での公教
育に関してより原理的な検討をする必要がある。そこで，本稿は，リベラルな民主政と市民教育に
関するアメリカでの近年の議論の背景と（1），この問題の代表的論者であるAmy　Gutmannの所
論（皿）を紹介し，義務教育の免除をめぐり具体的に訴訟となった2つの事件の考察を通じて
（N），Gutmannの所論に対する批判を検討する。　William　A．　Galston（V）による批判である。以
上のような検討を通じて，本稿は，リベラルな民主政という憲法体制において公教育が抱えるジレ
ソマをどのように調整するのかという課題が，リベラルな民主政という憲法体制をどのような政治
理想である考えるか，そして，そのような憲法体制において公教育はどのような役割を果たすべき
かという問題に深く関連していることを明らかにすることを試みている。
【キーワード】 リベラルな民主政，立憲民主主義，公教育，アメリカ，Amy　Gutmann，　William　A．
Galston
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はじめに　　りベラルな民主政における公教育のジレンマ
　日本やアメリカなどの立憲民主主義国家の憲法は，民主主義によって政治的決定が行われること
を保障する一方で，政治的決定によっても侵すことができない個人の基本的な権利や自由を保障す
ることを特徴とする。このような憲法を持つ近代国家では，人びとが共同生活を送っていくための
ルールとしてさまざまな法律が民主主義によって定められ，人びとはそれらの法律に従わなければ
ならない。しかし，法律やそれにもとつく政府活動は，ある人が特定の宗教を信じていることや，
特定の思想を抱いていることを理由にその人を処罰してはならず，あるいは他者に重大な害悪を与
えるようなものではない宗教活動や表現活動を禁止してはならない。なぜなら，憲法上，個人には
宗教の自由や表現の自由が保障され，他者に対して重大な害悪を及ぼさない範囲でこれらの権利の
行使が許されなければならないからである。
　以上のような特徴を有する近代国家の憲法体制をどのように理解するのかに関しては争いがある
が，その中で有力な考え方の中に，それをリベラルな民主政を保障したものと解するものがある。
人びとは共存関係を保つために必要な民主的な政治決定を遵守することを要請されるが，それ以外
ではさまざまな考え方をもつ人びとが自分自身で価値があると思う考え方にしたがって，政治的意
見を形成し，生活を営むことができるということを保障したものとして，近代国家の憲法体制を理
解するものである1。本稿も，日本やアメリカの憲法体制を，このようなリベラルな民主政を保障
するものと考える。
　ところで，他の憲法体制と同様に，リベラルな民主政という憲法体制にとっても，それ自身に対
して，ある程度の支持を人びとから取り付けることが一つの課題となる。なぜなら，リベラルな民
主政も，特定の文化的，道徳的条件を前提にしており，それを支える特定の価値を人びとが受け入
れていることが必要だと考えられるからである2。リベラルな民主政といえども，どんな価値観に
ユWilliam　A．　Galston，　The　Practice　of　Liberal　Pluralism　1（Cambridge　University　Press　2005）．
2Stephen　Macedo，　Diversity　and　Distrust：Civic　Education　in　a　Multicultural　Democracy　5（Harvard　University
Press　2000）［hereinafter，　Macedo，　Diversity　and　Distrust］．
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対しても中立であるわけではなく，例えば，一般的に殺人を是とするような価値観や奴隷制を容認
するような価値観を許すものではない。リベラルな民主政に対するある程度のコミットメントを欠
く状況においては，法律は遵守されず，人びとは共存関係を保つことができないことにもなりかね
ない。そこで，憲法体制に対する人びとの支持を取り付けるためのターゲットとされてきたのが子
どもである。歴史的に見て，公教育3は，憲法体制に対するコミットメソトを作り出すための主要
な手段とされ，政府は，子どもたちを一定期間，学校に通わせることを親に強制してきた4。リベ
ラルな民主政という憲法体制は，一定の価値観を共有する市民を育成するために公教育を必要とし
てきたという面を否定できないであろう。
　もっとも，教育というものが子どもの人格形成に大きな影響を与えるものである以上は，政府に
子どもを教育するまったくの自由裁量を認めることは危険であろう。リベラルな民主政において
は，政府は，子どもの精神を完全に支配する権限を認められるべきではない。政府によって精神を
コソトロールされた人びとに対して，憲法上，表現の自由や信教の自由を保障しても意味はない。
それは，憲法による政治権力の制約という立憲主義のコンセプトそのものを不毛なものにする。そ
の点で，リベラルな民主政は，唯一の生き方を善きものとして人びとに強制するような全体主義的
公教育制度を許さない。
　以上のように，リベラルな民主政という憲法体制において，公教育という問題は本質的にジレン
マを抱えたものであると言うことができる。リベラルな民主政は，公教育を通じて，憲法体制の存
続に必要な特定の価値を子どもたちに教え込むことを必要とするが，公教育を通じた価値観の教え
込みを安易に認めることは，憲法体制そのものを破壊することにもなりかねないというジレンマで
ある。このようなジレソマはどのように調整されるべきであろうか。すなわち，政府は子どもの教
育に関してどのような権限が認められ，どのような権限が認められないのであろうか。また，その
教育はどのような手段で行われるべきなのであろうか。近年，アメリカでは，リベラルな民主政に
おける公教育を通じた市民教育のあり方について，活発に議論が展開されている。そこで，本稿で
は，アメリカにおける議論を取り上げて，リベラルな民主政という憲法体制における公教育のジレ
ソマをどのように調整すべきなのかという問題を検討してみたい5。
3本稿で，公教育とは，家庭や他の私的団体（教会等）において主に親の監督下において行われる私教育とは
　別に，初等・中等教育段階の子どもを対象にして公立あるいは私立の学校において主に行われ，一部または
　全部が政府によってコソトロールされる教育を指すものとして使用する。
4See　generally，　Charles　Leslie　Glenn，　Jr．，　The　Myth　of　the　Common　School（ISC　Press　2002，First　Published　by
　The　University　of　Massachusetts　Press　1988）．
5アメリカの公教育に関して，本稿と同様の問題関心から論じていると思われる邦語文献としては，阪口正二
　郎「リベラルな立憲主義における公教育と多様性の尊重」一橋法学第2巻第2号105頁（2003），同「リベラ
　リズム憲法学の可能性とその課題」藤田宙靖／高橋和之編『憲法論集〔樋口陽一先生古希記念〕』585頁創文
　社（2004），内野正幸「学校で人間主義を押しつけるのは違憲か」同前147頁参照。
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1　アメリカにおける公教育の基本構造一政府と親の権限の分配
　アメリカにおいては，19世紀後半までに徐々に各州で公教育制度が確立されて以来，州政府6
は，学齢期の子どもを公立あるいは私立の学校に通わせることを親に強制してきた7。そして，公
教育の主たる目的は，民主主義体制の維持にとって不可欠な価値観を子どもたちに教え込むことだ
と考えられてきた。すなわち，政府は，公教育を通じて民主的な価値観を備えた市民を育成する権
限を承認されてきたということである。もっとも，この政府の教育権限も，絶対的なものではな
い。親も，他方で子どもを教育する権限を有し，政府の教育権限も，濫用された場合には，親の教
育の自由を侵害すると考えられてきた8。
　判例上，このような政府と親との子どもの教育をめぐる権限関係を明らかにしたものとして有名
な連邦最高裁判決が，Pierce　v．　Society　of　Sisters（1925）9である。　Pierce判決では，私立学校への
就学を認めず公立学校のみへの就学を強制するオレゴン州法が違憲とされた。この判決において
は，政府は，アメリカ社会を支える市民を育成するために，公立あるいは私立の学校に子どもを通
わせることを親に強制し，私立学校に対しても一定の規制を行いうることが認められた。しかし，
他方で，政府が公立学校のみへの就学を強制し，私立学校への就学を認めないことは親の教育の自
由を侵害するものであるとも述べられた。政府も親も，それぞれが子どもを教育する権限を認めら
れ，双方ともがお互いにバランスをとるべきことが明らかになったのである。この判決で，リベラ
ルな民主政という観点から見て重要な点は，次のように述べて親の教育の自由を認めたことである。
当該合衆国にあるすべての政府が立脚するところの自由の基礎理論は，公立学校の教員だけから教育を受ける
ことを全州の子どもたちに強制することで，その子どもたちを均一化するようないかなる全面的な州の権限を
も排除する。子どもたちは単なる州の創造物ではない。さらに，彼らを育て，彼らの命運を左右する人びと
〔親一筆者〕は，さらなる責務を自覚し，それらの責務に向けて彼らに準備をさせるという高尚な義務と結び付
6アメリカにおいては，連邦憲法上，教育に関する規定は存在せず，教育に関する事項は原則的に州の権限で
　ある。現在では，50州すべての州憲法で，州政府が公立学校を整備しなければならない責任が明記され（例
　えば，アリゾナ州憲法は，「州議会は，一般的かつ統一的な公立学校制度を規定する法律を制定しなければ
　ならない…」（A．R．S．　Const．　Art．　XI．§．　L）と規定している），一定の年齢の子ども（多くの州では7歳から
　16歳）を公立，あるいは私立学校に通わせることを親に要求する義務教育法が制定されている。さらに，ハ
　ワイ州を除くすべての州で地方教育委員会が設けられ，教育に関する一定の権限を委任されている。もっと
　も，第2次大戦以降，連邦政府も，各州への補助金助成を通じた連邦レベルでの教育規制を行なっている。
Mark　G．　Yudof　et　al，，　Educational　Policy　and　the　Law　4th　ed．　855－900（West　Thomson　Learning　2002）．
7現在では，50州すべてで，親が家庭教育を選択することも認められている。家庭教育に対しても一定の水準
　の教育を確保するために，州が規制を行っている。Mark　G．　Yudof　et　al．，　supra　note　6　at　56－59．
8アメリカにおける親の教育権限に関する判例を網羅的に整理した文献として，大島佳代子「公教育と親の教
　育権一アメリカ合衆国におけるその保障と制約原理（1）～（3）」北大法学論集第42巻第1号61頁（1991），第
　43巻第1号127頁（1992），第44巻第1号25頁（1993）参照。
9268U．S，510；45　S．　Ct．571（1925），
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けられた権利を有する10。
　この判示からも明らかなように，アメリカでは，親の教育の自由は，政府がその権限を濫用し，
全面的に子どもたちの精神を支配しようとすることに対する歯止めとして機能している。Mark　G．
Yudofによれば，　Pierce判決は，政府の公教育を通じた子どもへの価値観の強制に対して制限を
設定したものであるという11。すなわち，アメリカでは，政府は公教育を通じて民主的価値観を子
どもたちに教え込む権限を有するが，それが濫用され，子どもに対する価値観の強制になってしま
ってはいけないと考えられている。価値観の強制は，アメリカの立脚する基本的な理念に反し，政
府の権限の濫用を防ぐために，親の教育の自由が認められなければならないという。この論理展開
から見えてくることは，アメリカでは，「はじめに」で述べたリベラルな民主政における公教育の
ジレンマは，基本的には政府と親との教育権限の分配によって調整されるものと考えられていると
いうことである。
　アメリカの憲法秩序をリベラルな民主政であると考える論老たちは，政府と親との権限の分配に
もとついて，公教育のジレンマを調整しようと試みる教育の基本構造には大方で同意しているよう
に思われる12。もっとも，だからと言って，これですべて問題が解決されたわけではない。具体的
に，どのような場面で親は政府に譲るべきであり，また，どのような場面で政府は親に譲るべきな
のかという問題に関しては，論者の間に争いがあるからである。この点では，リベラルな民主政に
おける公教育のジレソマは今なお解消されていない。公教育に関して，政府に広範な権限を認めす
ぎる場合には，それは政府による子どもたちの精神の支配を認めることになりかねないが，他方
で，親に広範な権限を認めすぎる場合には，市民の育成という公教育の目的をそもそも果たせなく
なる可能性がある。このような問題に答えるためには，もう一度，リベラルな民主政において公教
育はどのような根拠で認められ，どのように行われるべきなのかという原理的な問題を検討するこ
とが必要であろう。
皿　アメリカにおける公教育をめぐる議論の背景
　上述のように，アメリカにおいては，19世紀後半に公教育制度が確立して以来，民主主i義の維
持に必要な市民としての資質を子どもに身に付けさせることが公教育の主たる任務として承認され
てきた。リベラルな民主政を支持する論老も，このような公教育の意義を完全に否定することはな
10Pierce，268　U．S．，535；45　S，　Ct．，573．
11Mark　G．　Yudof，　When　Governments　Speale’Toward　a　Theory（）f　Government　Expression　and　the　First／Amend－
　ment，57　Texas　Law　Review　863，888－91（1979）．
12See　e．g．，Amy　Gutmann，　Democratic　Education　19－47（with　a　new　preface　and　epilogue，　Princeton　University
　Press　1999［第1版は1987年に出版］，神山正弘訳『民主教育論：民主主義社会における教育と政治』同時
　代社2004［原典は第2版コ）［hereinafter，　Gutmann，　Democratic　Education］；Macedo，　Diversity　and　Dis－
　trust　at　94－103；William　A．　Galston，　Liberal　Pluralism：The　Implications　of　Value　Pluralism　for　Political　Theo－
　ry　and　Practice　93－109（Calnbridge　University　Press　2002）［hereinafter，　Galston，　Liberal　Pluralism］．
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かったと言えるであろう。もっとも，リベラルな民主政にとっての一番の眼目は，個人的な自由や
権利の保障であり，リベラルな民主的価値観を共有する市民をどのように形成すべきか，そのため
の子どもの教育はいかにあるべきかという問題は，リベラルな民主政論者の間では近年まで前面に
押し出されて議論されることは稀であった。ある論者によれば，伝統的なリベラリストは，リベラ
ルな民主政に対する人びとのコミットメントも，個人の権利や自由を保障する自由主義的な制度を
整えることにより，自然と生み出されていくと考えていたという13。しかし，1980年代以降，リベ
ラルな民主政という憲法体制との関係で，あるべき公教育という問題が再び注目を集め，本格的に
検討されるようになった。
　Stephen　Macedoによれば，そのような潮流は，1980年代以降の3つの要因によって促されてき
たものであるという14。一つは，共同体主義やそのカテゴリーとして発展してきた公民的共和主義
によるリベラリズム批判である15。共同体主i義者や公民的共和主義者は，1960年代，70年代に個人
の権利や自由を掲げて攻勢を強めたリベラリズムは，自己の権利や自由ばかりを主張する個人を創
出し，そのような過度に個人主義的な人びとは社会の存続に不可欠な紐帯を失ってしまったと主張
した。この批判に促され，リベラルな民主政の立場からも，人びとの権利や平等を保障することを
主張する一方で，それらを保障する政治体制自体が特定の能力や徳性を備えた市民の存在に支えら
れていることがより一層自覚されてきたという。それゆえ，公教育政策において，どのような公共
的価値観を促進すべき，あるいは促進すべきでないのかということがより真剣に議論されるように
なったのだという。その意味で，リベラリズムもいかなる価値観に対しても中立であることはでき
ないことが明らかになってきた。
　もっとも，このようにリベラリズムが完全に中立ではありえないことに対しても，批判が向けら
れるようになった。それは，多文化主義的な立場からのリベラリズム批判である。Macedoによれ
ば，この批判が，リベラリズムが教育に注目するようになった第2の要因である。多文化主義
13William　A．　Galston，　Civic　Education　in　the　Liberal　State　in　Liberalism　and　the　Moral　Life　91－92（Nancy　L．
　Rosenblum　ed．，　Harvard　University　Press　1989）［hereinafter，　Galston，　Civic　Educαtion　in　the　Liberal　State］，
14Stephen　Macedo，　Introduction　to　Moral　and　Political　Education：Nomos　vol．43，2－6（Stephen　Macedo＆Yael
　Tamir　eds．，　New　York　University　Press　2002）．
15アメリカにおいて，一般的に，共同体主義とは，リベラルリズムの個人至上性を批判し，個人よりも，それ
　が所属する共同体的な価値を重視すべきという政治哲学の一派である。また，公民的共和主義とは，共同体
　主義から発展し，一般的に，個人よりも，政治的共同体全体の価値を重んじて，個人の善き生は政治への積
　極的参加を通じてのみ実現されるとする政治哲学の一派である。それゆえ，公教育には，積極的に政治に参
　加することこそ善い生き方だと考えるような公民の育成が期待され，このような価値観の教え込みが正当化
　されることになる。公民的共和主義にもとつく公教育制度は，全体主義的な公教育制度と類似したものとな
　る点がしばしば指摘されている。See，　Suzanna　Sherry，　Responsible　Repzablicanism！　Edzaca　ting　for　Citi2enshiP，
　62The　University　of　Chicago　Law　Review　131，133－145（1995）［hereinafter，　Sherry，　Responsible　Republican・
　ism］；Nomi　Maya　Stolzenberg，“He　Z）rew・a　Circle　That　Shut　Me　Out”：　Assimila’tion，　Indoctrination，　and　the
　JParadox（of　a　Liberal　Education，106　Harvard　Law　Review　581，651－660（1993）；Martin　H．　Redish＆Kevin
　Finnerty，　WhatDid　Yoza　Learn　in　School　Toclay～　Free　SPeech，　Va　lues　lnculca　tion，　and　the　Democratic－Educαtion－
　al　Paradox，88　Cornell　Law　Review　62，85－87（2002）．
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は，リベラリズムが特定の利益やニーズを普遍化しようとするものであり，それと相容れないもの
に対してまで，リベラルな価値観を押し付けようとすることは不公正であると主張する。社会で支
配的な文化から逸脱するような集団の独自の利益にも，より多くの価値を認めるべきであるとい
う。このような問題意識に支えられて，多文化主義者の中には，公教育政策においても，特定集団
の文化的差異がより反映されたカリキュラムを作成することを要求する者たちや，さらに進んで，
公立学校で親の信念に反するような教育を行う場合には，親が子どもに特定の授業を受けさせない
ようにすることや，親の信念と合致する私立学校を選択する権利を認めることを主張する者たちが
いる。このような公教育に対する多文化主義的な要求に対して，リベラリズムはいかに答えるべき
かが問題になっている。
　第3の要因として挙げられるものが，近年において子どもの教育に対して親の選択権が強調さ
れるようになったことである。その最も代表的な例が，いわゆるヴァウチャー制度であり，それ
は，家庭に州の費用で教育チケットを配給し，州の認可を受けた公立あるいは私立の学校（宗教系
の学校を含む）を親に選ばせるシステムである。ヴァウチャー制度の導入は，公立学校の質の低下
や上で述べた多文化主義的な要求に促されたものであるとされる。教育権限が，公的な制度から親
へと委譲されることをどのように評価するのかということが，近年，教育に対して再び関心が集ま
っていることの要因であるという。
　これらの3つの要因に対して，どのように答えるのかについては，リベラルな民主政を支持す
る論者の間でも争いがある。その答えは，政府と親との権限の分配を通じて公教育のジレンマを調
整しようとするならば，どのような場面で，どちらを優遇すべきと考えるのかによって異なってく
るであろう。そのような意見の相違は，リベラルな民主政という憲法体制をそもそもどのようなも
のと考え，そこでの公教育はどうあるべきと考えるのかの違いに起因する。例えば，リベラルな民
主政が想定する市民像をどのように考えるのかによって，政府が積極的に公教育を行うべき程度を
異にすることになる。そこで，以下では，リベラルな民主政における公教育の意義を高く評価する
代表的論者であるAmy　Gutmannの所論を紹介し，それに対する批判を検討する。それらの検討
を通じて，リベラルな民主政における公教育のジレンマを政府と親との権限の分配によって調整し
ようとする場合に，何が問題となっているのかを明らかにしたい。本章で取り上げた3つの要因
に関しても，それらの所論を検討する中で必要に応じて再び取り上げてみたい。
皿　Amy　Gutmannの民主教育論
　Amy　Gutmannは，リベラルな民主政において教育はいかにあるべきなのかということに関し
て，次のように述べる16。民主政は，自由で平等な市民（Citizens）から成り立っており，そのよ
16以下のGutmannの所論に関する記述は，　Gutmann，　Delnocratic　Education　at　19－47参照（この部分以外から
　の参照は，その都度，脚注を付している）。See　also，　Amy　Gutmann，　Undemocratic　Education　in　Liberalism
　and　the　Moral　Life　supra　note　13．
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うな市民を育成することにより「意識的に社会を再生産（conscious　social　reproduction）」してゆ
かねばならない。その自由で平等な市民は，公共的問題に関して互いに尊重しあいながら「熟慮・
討議する能力（deliberative　capacity）」という民主的徳性17を備えていなければならない。それゆ
え，Gutmannは，民主政においては，すべての子どもはそのような民主的徳性を身に付けること
ができるように教育されねばならないと主張する18。
　それでは，その市民教育は誰によってどのようになされねばならないのであろうか。Gutmann
によれば，政府は，子どもをその国家の構成員として教育する権限を有し，親は自らの子どもをそ
の家族の構成員として教育する権限をする。もっとも，政府か親かどちらかに排他的な教育独占権
を認めることはできないという。なぜなら，政府も親も子どもを教育する正当な利益を有するが，
しかし，政府は自らが善いと考える生活がすべての人にとって善きものであることを保障できず，
また，親も自らにとって善い生活が子どもにとっても善きものであることを保障できないからであ
る。まさに，子どもは政府のものでもなく，親のものでもない。それゆえ，子どもの教育に関する
権限は，政府と親とで共有されることになる。すなわち，政府は学校を整備し，それに子どもを通
わせ，親は，家庭において自らが善いと考える教育を子どもに与えることで，それぞれが部分的に
子どもの教育を行う権限を有するということである。親に対する家庭教育の保障が，公教育の民主
的コントロールを多数者の専制であると批判する見解に対して，有効な反論となるという19。
　次に，Gutmannは，親は家庭において自らが善いと思う教育を与えることができるが，政府が
運営する学校は，民主的にコントロールされなければならないと主張する。なぜなら，民主主義体
制においては，民主的徳性を備えた市民を育成し，「意識的に社会を再生産」する権限は，市民
（citizens）それ自体に委ねられなければならないからである。さらに，民主的徳性を身に付けさせ
るためには学校でどのような教育が行われるべきかに関しては，さまざまな意見があり，人びとの
間に合意を見出すことはできない。そのような状況において，学校教育が市民の育成という公共的
役割を果たすためには，その内容も民主的に決定されることによってしか正当化されえないという。
　もっとも，学校教育が子どもたちの民主的徳性（熟慮・討議する能力）を破壊するようなことが
あるならば民主主義それ自体が破壊されることになってしまう。それゆえ，Gutmannは，民主主
義権力も一定の制限に服することになると述べる。一つ目の制限は「非抑圧の原理（the　principle
of　nonrepression）」であり，「国家や国家内のいずれの集団も，善き生活や善き社会に関して意見
が競合している場合に，それらの観念を合理的に討議することを妨げるために教育を利用してはな
らない」。もう一つの制限は，「非差別の原理（the　principle　of　nondiscrimination）」であり，「教育
17Gutmannは，「熟慮・討議（deliberation）とは，個人レベルでは『決定するべくある見解を慎重に検討する
　こと』と定義され，制度レベルでは『（例えば，議会において）議員によってある措置に対する賛成や反対
　の理由が大いに検討され，討論されること』と定義される」と述べる（『』内は，GutmannによるOxford
　English　Dictionaryの引用）Gutmann，　Democratic　Education　at　52．
18Gutmann，　Preface　to　Democratic　Education，　at　xii－xiv［hereinafter，　Gutmann，　Preface］．
19Gutmann，　Id．，　at　69．
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可能な子どもたちはすべて教育されなければならない」20。
　この2つの原理を守る限り，政府は民主的にコントロールされる学校教育を親の反対に抗して
も子どもに受けさせることができる。そして，学校教育に対する民主的な規制は，公立学校と同様
に私立学校にも及ぶものでなければならない21。なぜなら，双方とも民主的徳性を備えた市民の育
成ということを目的としなければいけない点は同じだからである。さらに，Gutmannは，公教育
の民主的コントロールに関して，連邦レベル，州レベル，地方教育委員会レベルで，それぞれに適
切に権限を分散することが必要であると主張する。連邦レベルでは，民主的徳性を育むための共通
の事柄を全国で行わせるための規制を行いうるが，基本的には，地方教育委員会に広範な裁量が認
められるべきだという。その規模が小さいほど，民主的コントロールは効果を発揮しやすいからで
ある。その点で，Gutmannは，集権国家における中央での一元的な民主的決定ということには批
判的であり，それが専制へと繋がっていく危険を指摘している。公教育に関する決定の地方分権化
が，多数派による専制の危険を少なくするというのであろう22。
　以上が，Gutmannの民主教育論の骨子である。　Gutmannは，リベラルな民主政における公教育
のジレソマを，基本的に民主的にコソトロールされる公教育と親による家庭教育の自由によって調
整しようと試みていると言うことができるであろう。そして，「非抑圧の原理」，「非差別の原理」，
さらに教育権限の地方分権によって歯止めをかけることで，民主的にコソトロールされる政府の権
限が濫用される危険を防こうと試みる。Gutmannにおいては，これらの総体的な仕組みによっ
て，公教育のジレソマが調整されているといいうる。
　果たして，これらの仕組みは十分なものと言えるのであろうか。以下では，義務教育の免除をめ
ぐり具体的に訴訟となった2つの事件を取り上げ，その事件に対するGutmannの評価とそれに対
する批判を検討する。この検討を通じて，リベラルな民主政という憲法体制における公教育のジレ
ソマを，政府と親との権限分配によって調整しようとする時に，何が問題になるかをより鮮明にす
ることを試みる。
N　義務教育の免除をめぐる2っの事件一Yoder事件とMozert事件
　公立学校の授業内容に親が反対する場合には，政府は，その親と子どもに対してどのように村応
すべきであろうか。言い換えれば，政府は，公教育に異議を唱える親に対して，どの程度の教育を
強制できるのであろうか。この問題が具体的に提起された事例が，Wisconsin　v．　Yoder（1972）23と
いう連邦最高裁判決と，Mozert　v．　Hawkins　County　Board　of　Education（1987）24という連邦控訴裁
20Gutmann，　Id．，　at　44．
21もっとも，Gutmannは，私立学校に対する民主的コントロールは，公立学校に対するものよりも緩やかで
　あってよいとする。私立学校に対する規制は，最小限の民主的徳性を身に付けさせるために必要な教育を行
　わせるためのものに留まるということのようであるGutmann，　Id．，　at　118．
22Gutmann，　Id．，　at　71－75．
23406US．205；92　S．　Ct　1526（1972）．
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判決である。
1．　Yoder事件
　Yoder事件では，アーミッシュ信徒である親が，第8学年を終了した彼らの子ども（当時14歳
と15歳）を，第9学年以降も学校に通わせることは彼らの信仰に反するとして，就学を拒否した。
アーミッシュの親は，その拒否が7歳から16歳までの就学を要求するウィスコソシソ州の義務教
育法に違反するという理由で訴追された。親は，第9学年以降の就学の強制は，合衆国憲法修正
第1条の宗教活動の自由条項（Free　Exercise　Clause）で保障された親の権利を侵害すると主張し，
第8学年を終了した彼らの子どもの就学の免除を求めた。ウィスコソシソ州地裁は，16歳までの
就学の強制は政府の正当な権限行使だとして有罪判決を申渡し，州控訴裁は地裁判決を認容した。
しかし，州最高裁は，宗教の自由を侵害するという親の主張を入れて，有罪判決を覆した。連邦最
高裁は，第9学年以降の就学の免除を認め，州最高裁判決を認容した25。
　連邦最高裁判決におけるBurger首席裁判官の法廷意見では，教育に関する一般的な州の権限の
重要性が認められたが，州が第9学年以降も学校教育をアーミッシュの子どもに強制すること
は，アーミッシュの信仰と矛盾する現代的な世界観にその子どもをさらすことになり，アーミッシ
ュの親の宗教活動の自由とその子どもに対する宗教教育の自由を侵害すると認定された。そして，
法廷意見は，州が，そのような親の利益を上回る十分な州の利益を証明できなければ，アーミッシ
ュの親に対して義務教育法からの免除を認めなければならないと論じる。法廷意見は，16歳まで
の義務教育は子どもを市民として教育し，無知から保護するために必要だという州の主張に対し
て，アーミッシュのメンバーは，生産的かつ極めて遵法的な社会のメソバーであるから，州の主張
は当たらないと述べた。さらに，法廷意見は，アーミッシュの親が，その子どもが第8学年を終
了した後も，その信仰に則ったアーミッシュ社会における農耕職業教育を予定している点を重視
し，アーミッシュは，子どもに対して第8学年を超えた教育を否定しているわけではなく，義務
教育からの免除を認めても，州の利益を阻害しないと認定した。以上の理由で，法廷意見は，アー
ミッシュの親の宗教活動の自由と宗教教育の自由にもとづき，その親に対して州義務教育法からの
免除を認めた26。
2．　Mozert事件
　Mozert事件では，テネシー州ホーキンス郡の教育委員会が公立学校の第1学年から第8学年用
に採用したリーディングの教科書が問題となった。その教科書を用いた「批判的リーディソグ」の
授業では，生徒が，読書の題材を評価し，そこで提示された複数の考え方を対照し，その複雑な性
24　827F．2d．1058　（6th　Cir．1987）．
25Yoder，406　U．S．，207－214；92　S．　Ct．，1529－1532．
261d．，　at　214－237；1532－1544．
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格を理解することをできるようにする高度の認知力の発達が要求されていた。本件は，そのリーデ
ィングの教科書に関して，ホーキンス郡在住のあるキリスト教原理主義者の親とその子どもが，教
科書で教え込まれる価値は，彼らの宗教的信仰に反し，それを読むことを要求することは，合衆国
憲法修正第1条の宗教活動の自由条項で保障された親と子どもの信仰を侵害すると主張し，リー
ディングの授業の免除と損害賠償を求めた事件である。テネシー州連邦地裁は原告の主張を入れて
授業の免除と損害賠償を認めた。それに対して，第6巡回区連邦控訴裁は，連邦地裁判決を破棄
差戻した27。連邦最高裁は，裁量上訴の申し立てを却下している2S。
　連邦控訴裁判決におけるLively首席判事の法廷意見は，宗教活動の自由侵害を理由に免除を主
張するためには，原告の宗教活動に対して負担（burden）が強いられていることを証明しなけれ
ばならないが，その負担の証明のためには，単に自らの宗教的信仰に照らして異議のある価値観に
さらされること（exposure）だけでは不十分であり，自らの信仰に反する活動に参加を要求され
るなどの強要（compulsion）があったことを証明しなければならないと論じる。法廷意見は，本
件では，原告の子どもに対して，リーディングの教科書を読み，授業への出席を求めているだけで
あり，特定の宗教的信仰の認容や否定，あるいは宗教的活動への参加や不参加が求められているわ
けはなく，クラスの他の子どもが行っている他の活動への参加が求められているわけでもないと認
定した。それゆえ，法廷意見は，本件のリーディングの授業では，ある親や子どもが宗教的信仰に
もとついて異議を唱える価値観への暴露（exposure）が存在するのみであり，修正第1条で禁止
された政府による強要（compulsion）は存在しないと結論し，リーディソグの授業の免除を認め
なかった29。
V　最大限の公教育か，最小限の公教育か？・－William　A．　GalstonによるGutmannの公教
　　育論批判
　一方で，安易に義務教育の免除を認めることは公教育がその目的の達成を妨げられることになる
が，他方で，義務教育の免除をまったく認めないことは尊重されるべき親の教育の自由や宗教の自
由を抑圧することにもなりかねない。この義務教育の免除という問題は，まさに，政府と親に教育
権限を分担させる場合に，リベラルな民主政における公教育に突きつけられたジレンマであると言
えるであろう。このジレンマをどのように調整すべきであろうか。
1．Gutmannの最大限の公教育論
Gutmannは，　Yoder判決に対しては，第9学年以降の義務教育を免除するべきではなかったと
し，Mozert判決に対しては，リーディソグの授業からの免除を認めなかったことは正当であった
27Mozert，827　F．2d．，1059－1063．
28484U．S．1066；108　S．　Ct．1029（1988）．
29Mozert，827　F．2d．，1063－1070．
一31一
と論じる。上記のように，Gutmannの議論は，民主的にコントロールされる公立学校教育の内容
を，それが抑圧的でも差別的でもない場合には，親の反対に抗してでも子どもに受けさせることを
主張するものである。それゆえ，Gutmannは，公立学校の授業内容に親が反対するというだけ
で，その子どもに，原則的に授業の免除を認めるようなことはしない。授業の免除が認められると
しても，それは，その授業内容が親やその子どもの信仰や思想に対して極めて抑圧的に作用し，し
かも，民主的徳性の酒養という公教育の目的に反しないという極めて例外的な場合のみである。
Gutmannは，16歳という教育段階までの公教育は一般に民主的徳性を身に付けるためには必要で
あることが認められていると主張する。それゆえ，Yoder判決のように第8学年を超えた義務教
育を免除することは，アーミッシュの子どもたちに民主的徳性を身に付けさせるという公教育の目
的を阻害することになるという。また，Mozert判決に関しては，問題となったリーディングの授
業の教科書は，批判的思考力やすべての人が尊重されるべき独立した人格であることなどの民主的
徳性を教えることを目的としたものであり，もし，親の主張を受け入れて，リーディソグの授業か
らの免除を認めてしまったならば，親の反対するすべての教育を免除しなければならず，民主的徳
性を教え込むためのいかなる教育も不可能になってしまうと主張する30。このGutmannの見解
は，親の教育の自由との関係では，最大限の公教育を主張するものと考えることができる。
2．William　A．　Galstonの最小限の公教育論
　Gutmannの最大限の公教育論に対して，親の教育の自由との関係では公教育は最小限の正当性
しか認められず，親が信仰等を理由に公立学校の授業内容に反対する場合には，最小限の公教育の
基準を充たす限り，子どもには，原則的に授業を免除すべきであると主張するのが，William　A．
Galstonである。　Galstonは，　Yoder判決に関しては，第8学年までの教育でアーミッシュの子ど
もは最小限の基準を充たす十分な教育を受けていると考えられ，そうであるならば，連邦最高裁
が，第9学年以降の義務教育について免除を認めたことは正当であったと主張する31。また，
Mozert判決に関しては，リーディングの授業に異議を唱える親に関して，その子どもに代替的な
課題を与えるなど最小限の公教育の要求を充たしつつ，リーディングの授業の免除を認めるという
ことも十分可能であったと述べる32。Galstonは，なぜ，最小限の公教育を主張するのであろうか。
30Amy　Gutmann，　Civic　Education　and　Social　Divers吻，105　Ethics　557，565－570（1995）［hereinafter，　Gutmann，
　Civic　Education　and　Social　1）iversity］；Amy　Gutmann＆Dennis　Thompson，　Democracy　and　Disagreement：
　Why　moral　con且ict　cannot　be　avoided　in　politics，　and　what　should　be　done　about　it，63－69（The　Belknap　Press
　of　Harvard　University　Press　1996）．
31Galston，　Liberal　Pluralisln，　at　104－108；See　also，　William　A．　Galston，　C舵E伽cαオ加勿〃beral　State；William
　A．Galston，　The　Tωo　Coπ6θ鉱s　qプLiberalism，105　Ethics　516（1995）［hereinafter，　Galston，7「he　Two　Con‘8μs　qプ
　Liberalis刎，
32William　A．　Galston，Expressive　Libe勿，ルforalPluralism，　Political　Pluralism；　Three　Sourcesげ五iberal　Theory，40
　William＆Mary　Law　Review　869，903－906（1999）［hereinafter，　Galston，　Expre∬ive　Libe勿，　MoralPluralism，
　Political　Pluralism］．
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　Galstonによれば，現在，どのようにして生きるべきなのかということに関しては，比較不能と
も言いうるさまざまな価値観が存在し，そのような多様な価値観が混在する社会状況においては，
人びとは自らが生活に価値を与えると思う考え方にしたがって生活を営みえなければならないとい
う。したがって，リベラルな民主政においては，人びとは自分の価値観を「表象する生活を営む自
由（expressive　liberty）」を有し，政府はその自由を侵害してはならない。政府は，人びとの「表
象的自由（expressive　liberty）」に対して，「最大限の実行可能な配慮（maximum　feasible　accom－
modation）」を図らなければならないと論じる。政府は，さまざまな価値観の共存を不可能にする
ような個人の自由の行使のみを制約しうると主張する33。
　もっとも，Galstonも，リベラルな民主政は，その維持に不可欠な特定の価値観を共有する人び
とによって支えられているという。それゆえ，政府は，リベラルな民主政にとって不可欠の基本的
な公共的価値を子どもに身に付けさせるために公教育を整備し，子どもを学校に通わせることを親
に強制できるということは認める。この点では，Gutmannと同じである。しかし，子どもの教育
はどうあるべきなのかということに関しても比較不能とも言いうるさまざまな価値観が存在し，そ
のような状況において，人びとが自ら価値があると思う考え方にしたがって自らの子どもを教育す
ることも，人びとの「表象的自由（expressive　liberty）」の一部であるという。したがって，その
親の教育の自由に対して政府が介入する場合にも，介入は，子どもの利益と多様な価値観の共存と
いうことに照らして必要な最小限の介入であるべきだと主張する。子どもの教育に関して，Gal－
stonが考える最小限の政府利益（憲法理論上の政府のcompelling　interestsを構成する）とは，子
どもの通常の発達（normal　development）の確保と最小限の市民道徳（minimal　civic　virtue）を
教えることである。Galstonは，政府は，公教育の免除を認めることが子どもの通常の発達を阻害
するか，あるいは最小限の公共的価値観を身に付けることを妨げる場合にしか，親の反対に抗して
子どもに教育を強制できないと主張する34。
　以上のような，Gutmannの義務教育の免除を例外的にしか認めない立場（最大限の公教育）と
Galstonの免除を原則的に認める立場（最小限の公教育）との対立35は，①リベラルな民主政の存
続に不可欠な公共的価値の内容，②親の教育の自由の性質，③リベラルな民主政が目指すべき社会
像とその実現手段としての公教育の役割という3つの事柄に関する理解の相違に起因すると考え
られる。
33Galston，　Liberal　Pluralism，　at　28－38．
34Galston，　Civic　Education　in　Liberal　State，　at　98－99；See　also，　William　A．　Galston，　Liberal　Purposes：Good，　Vir－
　tues，　and　Diversity　in　the　Liberal　State　252（Cambridge　University　Press　1991）［hereinafter，　Galston，　Liberal
　Purposes］．
35この対立は，具体的な訴訟の場面では，立証責任をめぐる争いを帰結するものと思われる。すなわち，Gut－
　mannの立場では，免除を求める側（親）に，重大な利益を立証する責任が課されるのに対して，　Galston
　の立場では，免除を認めないとする側（政府）に，重大な利益の立証責任が課されるということである。
　See，　Galston，　Expressive　Liberly，　Moral　l）luralism，　Political　Pluralism，　at　874－875．
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3．教えられるべき公共的価値をめぐる争い
　まず，リベラルな民主政の存続に不可欠の公共的な価値とはどのような内容を有するものかとい
うことに関して検討してみる。Gutmannは，リベラルな民主政は，自由で平等な市民からなりた
っており，そのような市民は互いの生き方を尊重しあいながら，公共的問題に関して熟慮・討議す
る能力という民主的徳性を備えていなければならないという。それゆえ，学校教育の主要な目的
は，「相互尊重（mutual　respect）」と「熟慮・討議する能力（deliberative　capacity）」という民主
的徳性を子どもに身に付けさせることである。そして，その民主的徳性を洒養するための教育は，
具体的にはどのような内容であるべきかに関してはさまざまな意見があり，まさに「合理的不合意
（reasonable　disagreement）」の状況にあるので，市民の間の「熟慮・討議」を経た民主的決定に
よる以外にその問題を決定することはできない。それゆえに，Gutmannにとって，親が民主的決
定に抗して自らの考える善い教育を子どもに与えようと主張することは，親の身勝手である36。
　これに対して，Galstonは，「相互尊重」と「熟慮・討議する能力」という民主的徳性はリベラ
ルな民主政の存続にとって必ずしも必要なものではなく，その民主的徳性の酒養を理由に，親の教
育の自由を制約することはリベラルな民主政が保全すべき社会の多様性を失わせるものであると主
張する。Galstonによれば，リベラルな民主政の存続に不可欠な公共的価値とは，「法律の遵守」
や「自らが善いと考える価値観を優遇し，他者の価値観を抑圧するために政治権力を利用しない」
という意味での「寛容（tolerance）」，あるいは「自制（self－restrain）」である。　Galstonにとって，
他者の生き方を堕落した悪い生き方であるとするような宗教的教義や，文化的な伝統というような
権威にしたがった生活，すなわち，「相互尊重」や「熟慮・討議する能力」というGutmannの言
う民主的徳性を体現しないような反民主的な生活も，価値あるものとして認められるべきものであ
る37。政府が，公教育を通じて「相互尊重」や「討議・熟慮の能力」を教え込もうとすることは，
人びとに特定の善き生き方を押し付けようとするものに他ならない38。それゆえに，Galstonの見
36Gutmann，　Democratic　Education，　at　30－33，39－40；Amy　Gutmann，　Civic　Minimαlism，　CosmoPolitanism，αnd
　Patriotism　in　Moral　and　Political　Education　supra　note　14，　at　25－26，38－40［hereinafter，　Gutmann，　Civic
　Minimalism，　CosmoPolitanism，αnd．Patriotism］．
37Galston，　Liberal　Purposes，　at　253－254．
38Stephen　Macedoは，　John　Rawlsが主張する政治的リベラルリズム（political　liberalism）を援用し，公教
　育において，「相互尊重」や「批判的能力」などのリベラルな価値観を教え込んだとしても，それは，政治
　的に必要とされる「公」の場面で行われるものであり，「私」の場面で善き生き方に関する特定の価値観を
　人びとに押し付けているわけでは決してないという。しかし，Macedo自身が認めるように，教育という場
　面では，そのような「公」の部分の教育が，「私」の部分にまったく影響を及ぼさないようにすることは不
　可能である。その点で，Macedoの立場においても，「私」の部分で完全に反リベラルな生き方が尊重されて
　いるとは言えない。Macedo，　Diversity　and　Distrust　at　166－187，212－228；Macedo，　Liberal　Civic　Education
　and　Religious　Fundamentαlism，　at　491－496．その意味で，公教育においてどのような価値観が子どもに教え込
　まれるべきか，ということに関しては，包括的リベラルリズム（comprehensive　liberalism）と政治的リベ
　ラリズムとの差異は曖昧である。See，　Gutmann，　Civic　Educαtion　and　Sociαl　Diversity，　at　560－565．　C6cile
　Laborde，　Toleration　and　lai’cite，　167　in　The　Culture　of　Toleration　in　Diverse　Societies（Catriona　McKinnon＆
　Dario　Castiglone　eds．，　Manchester　University　Press，2003）．
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解では，たとえ，民主的に決定された教育内容であっても，それが親の信仰を抑圧するような場合
には，原則的に子どもに授業の免除を認めるべきであると主張することになる39。
　このGalstonの批判に対して，　Gutmannは，最小限の公共的価値観を酒養するために必要な具
体的教育内容とは何かに関しても，さまざまな意見がありうる以上は，そのような最小限の具体的
教育内容も結局は民主的に決定される外はないという。だとすると，親は民主的に決定された教育
内容に従うべきであり，従わないことは親の身勝手であると主張する40。しかし，Galstonのよう
に親の反対に抗しうる公共的な教育内容は最小限であるべきとし，その内容はある程度確定しうる
とするならば，Gutmannの批判は当たらないというべきであろう。　Galstonとは市民的徳性として
要求するものが異なるものの，Gutmann自身が「相互尊重」や「討議・熟慮能力」をリベラルな
民主政において不可欠な市民的徳性として特定している以上は，それに反しない限りで原則的に公
教育の免除を認めるという意味での最小限の公教育を主張することは可能であろう。それゆえ，こ
の問題の要点は，公教育を子どもに強制できる範囲が最小限に留まるべきという立場か，それと
も，最大限に広げられるべきという立場のどちらにくみするか，ということになると思われる。
GutmannとGalstonとの立場の違いは，次に検討する2つの点での立場の相違に起因するものと
考えられる。
4．親の教育の自由の性質をめぐる争い
　次に，親の教育の自由の性質について検討する。Gutmannによれば，子どもの教育に関する権
限は，政府と親とで共有されるべきものである。すなわち，政府は，民主的にコソトロールされる
学校において子どもを教育する権限を有し，親は家庭において自らが善いと考える教育を行う権限
を有するという。そして，政府は家庭教育に干渉することはできないし，親も学校教育を阻害する
ようなことは許されない。Gutmannにとって，政府と親との教育権限の共有とは，子どもの教育
をめぐる学校と家庭という領域区分を意味する。したがって，その範囲を越えて，親が反対する公
立学校の授業の免除を原則的に子どもに認めるようなことは，親に子どもの教育に関する包括的権
限を認め，子どもを親の所有物にするに等しいという。なぜなら，親は，家庭において，子どもの
人格形成に対して公立学校教育に対抗する十分大きな影響力を行使できるのであり，子どもが親以
外の価値観に触れることを妨げることは，親とは独立した自由で平等な市民として子どもが成長す
ることを妨げることになるからである。子どもは，親とは異なった生き方を選ぶ十分な機会を与え
られるべきであり，それを妨げることは親の身勝手である。Gutmannにとって，親の教育の自由
とは，具体的には家庭教育の自由を意味し，基本的にはそれ以上でもそれ以下でもない41。
　このGutmannの主張に対して，　Galstonは，子どもの教育に関する親自身の利益というものを
39Galston，　Liberal　Pluralism，　at　101－102；Galston，　Two　Concepts　ofLiberalism，　at　528－530；Galston，　Civic　Educa－
　tion　in　the・乙iberal　State，　at　g7－101．
40Gutmann，　Democratic　Education，　at　298－303．
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強調する。Galstonによれば，親が自分で価値があると考える教育方針にしたがって自身の子ども
を教育できることは，Galstonの言うところの「表象的自由（expressive　liberty）」の本質的要素
である。なぜなら，子どもを教育することは，親の生活にとっても中心的な意味を有するものであ
り，親は子どもを自分の価値観にしたがって教育し，子どもと親密な関係を保つことを望むことが
できるべきだからである。子どもが親の道具ではないのと同時に，親も子どもの道具ではない。親
は，子どもの単なる世話人ではないし，市民教育のための政府の代理人でもないという42。もちろ
ん，Galstonは，親の「表象的自由」としての教育の自由も一定の制約に服するものとしている。
しかし，それは，上記のように，子どもが親とは異なる生活を営むことをまったく不可能にするよ
うな極めて例外的な場面である43。それゆえ，Galstonにとっては，公立学校の授業内容に親が反
対することも決して親の身勝手ではないということになる。
5．　リベラルな民主政が目指すべき社会像と実現手段としての公教育の役割をめぐる争い
　Gutmannは親の教育の自由との関係で最大限の公教育を主張し，　Galstonは最小限の公教育を主
張する。この2人の間の相違は，上記2つの争点に加えて，より根本的には，政府はどのような
社会を目指すべきか，そして，その手段としての公教育の役割はどうあるべきかという問題に起因
すると考えられる。Gutmannは，公教育を通じて討議的な民主主義により適した社会秩序を実現
しようとしているものと思われる。Gutmannは，社会には宗教的不寛容や人種差別が現に存在
し，それらの要因が討議的な民主主義社会の実現を阻んでいると考えている。そうであるならば，
政府は，公教育制度を通じて「相互尊重」や「熟慮・討議する能力」という民主的徳性を備えた市
41Gutmann，　Id．，at　29－33，64－70．なお，　Gutnlannは，私立学校へ通学を認めることを親の権利とはしていない
　Id．，　at　116。
42Galston，　Liberal　Pluralism，　at　101－103．
43Galstonは，この子どもの権利を親の属する共同体からの「出て行く権利（right　to　exit）」と呼んでいる。
　親の属する共同体は，子どもがその共同体以外での生活を選択できないほど完全に子どもを囲い込むような
　ことをしてはいけない。子どもの「出て行く権利」が侵害されているかどうかは，親の属する共同体が実際
　にどのような性質を有するものかどうかを個別に審査することで判定されるものとしている。Yoder事件で
　問題となったアーミッシュは，子どもに離脱の自由を認めないほど閉鎖的な集団ではないというId．，at　105－
　108；Galston，Exp　ressive　Liberty，　MoralPluralism，　PoliticalPluralism，at　905－907．この点で，　Galstonの立場は，
　Yoder判決におけるDouglas裁判官反対意見が，子ども自身の宗教の自由ということを問題にし，ある程度
　成熟した高等学校段階の子どもが第9学年以降の学校教育を望んだ場合には，親の意思に反しても，州は子
　どもを学校に通わせることができるべきだとしていることとは異なるYoder，　Justice　Douglas　dissenting，406
　U．S．，242－250；92　S．　Ct．，1546－1547．　Galstonの立場は，たとえ，子どもが高等学校段階というある程度の年
　令に達していたとしても，子どもの「出て行く権利」を侵害しない限りでは，あくまで子どもの意思よりも
　親の意思を優先させるものであろう。また，Douglas裁判官反対意見が子どもの意思を問題にして，親の意
　思に反しても，州が第9学年以降の学校教育を強制できる可能性を示した点は，Gutmannの立場とも異な
　る。Gutmannが第9学年以降の学校教育を強制する権限を州に認める根拠は，あくまでそれが市民教育に
　必要だからであり，子ども意思とは無関係だからである。Douglas裁判官反対意見が，高等学校段階という
　ある程度成熟した年齢の子どもの意思と親の意思との衝突を問題にしていることに関しては，さらなる検討
　を要すると思われる。
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民を積極的に育成していかなければならない。Gutmannが，公教育を通じて「意識的に社会を再
生産」していかなければならないと主張することの意味は，まさにそのようなことを目指すものと
解することができると思われる44。すなわち，公教育には，討議的な民主主義社会に適した共同体
秩序を創出する役割が託されており，そのために最大限の効用を発揮することが期待されていると
いうことである45。Gutmannは，公教育によって公共的価値観を促進することをしないならば，
社会は，宗教や偏見によって永遠に分裂したままであると考えるのであろう。
　Gutmannにとって，まさに，公教育が公共的なものである所以がそこにある。そして，公教育
が公共的なものである以上は，その内容は市民の間での「熟慮・討議」にもとつく民主的決定によ
ってのみコントロールされる。親も公教育の内容についての討議的な民主的決定に参加する機会が
平等に与えられている以上は，その決定に従うべきであり，それに反対して自分の子どもに特定の
授業を受けさせないというようなことは親の身勝手であるということになる。前にも述べたよう
に，公教育は，親の身勝手から子どもを解放することも意図されていると言いことができる。ま
た，このGutmannの主張には，討議・熟慮にもとつく民主的決定は，単なる多数決主義ではな
く，教育という場面でもすべての人が従うに値する特定の公共的価値を反映しうるものだという討
議民主主義に対する信頼を見て取ることができるであろう46。
　以上のGutmannの立場は，上記の多文化主義的な公教育批判に対応する場面でより顕著とな
る。多文化主義者によれば，公教育は，多数派の特定の価値観を子どもに植え付けるものであり，
それに反するような考え方を有する少数派の価値観を抑圧，周縁化し，文化的多様性を破壊するも
のであるという。その批判に対して，Gutmannは，討議的な民主主義社会において尊重されるべ
き文化的多様性とは全くの放縦な多様性を言うのではなく，民主的徳性を備えた市民が選択するで
あろう生活様式を許容する程度の合理的な多様性であるべきだと主張する。公教育とは，民主的徳
性を備えた市民を育成することで，人びとが選択できる生活様式の幅をある程度狭め，合理的な多
44Gutmann，　Preface，　at　xii－xiv．
45Stephen　Macedoは，従来のリベラルな憲法観を，政府の権力を抑制することを主眼とし，リベラルな民主
　的憲法が前提とする市民をどのように育成するのかということに関して，市民があたかも自然に生まれてく
　るものであるかのように考えていると批判し，リベラルな民主的憲法においても，政府は，非強制的な手段
　によって積極的に市民的徳性を酒養する権限を認められるべきだと論じ，リベラルな徳性を備えた市民を，
　公教育によって積極的に育成していくことが求められると主張する。See　generally，　Stephen　Macedo，　Trans－
　formative　Constitutionalism　and　the　Case　ofReligion：　1）efending　the　Moderate　Hegemonグ（ofLiberalism，26　Politi－
　cal　Theory　56（1998）．このMacedoの憲法観は，　Gutmannの本文の主張と問題意識を共有するものと思わ
　れる。
46Michael　W．　McConnellは，　Gutmannの教育場面における討議民主主義に対する信頼を批判し，教育場面に
　おける民主的決定は，多数者による少数者への抑圧となる可能性が高く，そのような民主的決定の弊害を除
　去するためには，より多元的な教育システムが望ましいと論じ，宗教系私立学校を含む教育ヴァウチャー制
　度の利点を主張するMichael　W．　McConnell，　Educational　Disestablishment：Why　I）emocratic　Values　Are　lll－
　Served　by　Democratic　Control　of　Schooling，87，101－104，120－134　in　Moral　and　Political　Education，　supra　note
　14。
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様性を促進しようとするものであるという。それゆえ，Gutmannにとって，宗教的不寛容や人種
差別的な考え方を促進するような集団の文化に配慮する必要はないことになる47。
　このGutmannの公教育観に対して，　Galstonは，討議民主主義によってコントロールされる公
教育によって集団的な道徳的進歩が可能であると考えることは楽観的過ぎると論じる。むしろ，寛
容などの公共的価値は，その実践によってもっともよく促進されるという。すなわち，たとえ，討
議民主主義を通じて決定された公教育の内容が公共的な価値を体現したものであろうとも，公教育
に対して異議を唱える人びとに対して最大限の実行可能な配慮を図るという意味で寛容であること
による方が，リベラルな民主政は人々からの支持をより効果的に取り付けることができるというこ
とである48。リベラルな民主政では，公教育においても最大限の多様性が尊重されるべきだという
Galstonの主張の背景には，リベラルな民主政が目指すべき社会像として次のような認識を前提と
するからであると思われる。
　上記の通り，Galstonによれば，現在，社会には比較不能とも言いうる多種多様な価値観が事実
として存在し，そのような中で，人びとは自身が生活に意味を与えると考える価値観にしたがって
生活を営む自由を有するという。人びとには，宗教的な信仰や伝統的な権威にしたがって一般的に
は不自由であると考えられているような生活を営む自由も保障されている。例えば，ある人がその
属する共同体の伝統に則って，階層身分的な統制に服しながら生活することも，その人の自由とさ
れなければならないという。そのためには，不自由な生活を望む人びとの自由を可能にする社会的
多様性が最大限保全されることが重要である。政府は，最大限の多様性を尊重しつつ，人々の共存
のために最小限の介入を行うことになる。それゆえ，公教育は，リベラルな民主政の存続に不可欠
な最小限の公共的価値観を酒養するために必要とされるが，最小限の役割以上を期待されることは
ない。却って，公教育が最小限以上のことを親に強い，親の教育の自由を抑圧することは，尊重さ
れるべき社会的多様性を破壊するものと主張する49。この意味で，Galstonは，多文化主義者によ
るリベラリズム批判をより深刻なものとして受け取り，リベラルの立場から正当化しうる最小限の
公共性を公教育によって確保すること狙っていると言いうるであろう。
　以上のGalstonの主張に対しては，最大限に社会の多様性を保障しようとするあまり，市民教育
の目的として「相互尊重」や「熟慮・討議能力」を設定せずに，最小限の市民道徳の教え込みで十
分とすることで，「熟慮・討議」と前提とした民主主義そのものが立ち行かなくなってしまうので
はないか，という批判が考えられるであろう。この批判に対して，Galstonは，アメリカの民主政
が代表制を前提にしていることに着目すべきだという。Galstonによれば，確かに，直接的な参加
や討議を前提にした民主政では，Gutmannの言うような「相互尊重」や「討議・熟慮能力」が市
民には要求されるかもしれないが，代表制であることを考えれば，市民には，代表者を選び，その
47Gutmann，　Civic　Education　and　Social　diversily　at　577－579．
48Galston，　Liberal　Pluralism，　at　118－122．
49Galston，　Two　Concep広s　of　Libera　lism，　at　523－525，527－531．
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行為を評価する能力があれば十分であるという。Galstonは，理想として討議民主主義を否定する
わけではないが，現実問題として，ある種のエリート主義的な民主政観を前提に，あるべき公教育
を構想していると考えられる50。
　GutmannとGalstonは双方とも，アメリカの憲法体制をリベラルな民主政であると主張する。
しかし，2人は，リベラルな民主政とはどのような政治理想なのかということに関して理解に違い
がある。Gutmannは，それを討議的な民主主義の体制と理解し，　Galstonは，リベラルな多元主義
であると理解する。しかし，リベラルな民主政についての2人の理解の違いは，こと公教育が果
たすべき役割ということに関しては，決定的な違いを生み出している。
おわりに
　本稿は，リベラルな民主政における公教育のジレソマをどのように調整すべきなのかという課題
を，アメリカにおける1980年代以降の議論を中心に検討を加えてきた。アメリカでの論争の検討
は，その課題において何が問題となるのかをより鮮明に見せてくれたのではないかと思われる。そ
れと同時に，問題の難しさを示してもくれた。GutmannとGalstonとの相違は，リベラルな民主
政とはどのような政治理想なのかということをめぐる争いであった。その政治理想をめぐる争い
は，公教育を通じてどのような社会を目指すべきかという問題へと発展するものであった。Gut－
mannは，討議的な民主主義社会という理想を実現するために公教育が最大限の効果を発揮するこ
とを主張し，Galstonは，一般的には善いものとは思われないような生活までを含んだ最大限の多
様性を許容する社会を維持するためには公教育が必要であるが，それは最小限のものであるべきだ
と主張する。Galstonは，　Gutmannの政治理想そのものに疑問を呈し，　Gutmannの公教育論を批
判していた。リベラルな民主政における公教育のジレソマをどのように調整するべきなのかという
問題は，リベラルな民主政とはどのような政治的理想なのかをもう一度考え直すことを要求する。
　Gutmannが，民主的徳性の酒養を公教育を通じて積極的に行うことを主張するようになった背
景には，上記の共同体主義や公民的共和主義によるリベラリズム批判を深刻に受け止め，リベラル
な民主政における市民は自然に生み出されるわけではなく，積極的に作り出していくものであり，
その市民育成は，討議・熟慮を経た民主的決定によって体現される公共的価値を反映した公教育に
よってのみ可能だという問題意識があるように思われる。それゆえ，Gutmannの立場からすれ
ば，安易に義務教育の免除を認めることは，リベラルな民主政という憲法体制の存続を困難にして
しまう。以上の問題意識にもとづき，Gutmannは，ある種，公教育という分野において，リベラ
ルな民主政をより共和主義的に再構成したと評価できるであろう51。それに対して，Galstonは，
市民は自然と生まれてくるものではなく，ある程度の政府の介入によって作り出していかなければ
50Galston，　Liberal　Purposes，　at　247－248．
51Gutmannの公教育論の極めて共和主義的な側面を指摘する文献として，　See，　Suzanna　Sherry，　Responsible
　RePubliαantSm，　at　176．
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ならないという問題意識を共有するものの，様々な価値観の混在する多元的社会において，その多
元性を最大限尊重しながら，人びとの共存を図るためにはどうしたらよいかという視点から，最小
限の公教育のみが正当化可能であると考えている。Galstonは，前述のように，文化多元主義によ
るリベラリズム批判をより深刻に受け止め，リベラルな民主政という憲法体制を再解釈していると
評価できる。また，Galstonは，多元的な価値観が混在する社会においては，たとえ，　Gutmannの
主張するように公教育が公共的価値を反映していたとしても，反対者に対してその公共的価値を押
しつけるよりも，最大限の寛容を示すことの方が，リベラルな民主政という憲法体制に対する人び
との支持をより効果的に取り付けることができると考えるのであろう。以上のように，リベラルな
民主政における公教育のジレソマをめぐるアメリカでの論争は，アメリカ社会において，リベラル
な民主政という憲法体制の根幹に関わる問題をどのように考え，それが前提とする徳性を備えた市
民を育成し，人びとから憲法体制への支持を取り付けるのにどのような手段が一番適切なのか，と
いう問題に深く関わりあっていた。GutmannとGalstonとの相違は，それぞれが，アメリカ社会
の抱える様々な問題を，過去，現在，未来を見渡しながら検討し，それがよって立つリベラルな民
主政という憲法体制のあるべき姿を考察した結果と言えるであろう。
　最後に，アメリカの議論について私見を述べる。Gutmannに関しては，市民は自然と生まれる
ものではなく，公教育を通じて民主的徳性を備えた市民の育成を行わなければならないことには同
意できるにしても，政府によって公教育が行われることについて信頼を寄せすぎているではないか
と思われる。確かに，討議・熟慮を通じた民主的決定によってコントm一ルされる公教育は，公共
的価値を体現したものかもしれない。しかし，社会の中には，あるべき教育に関しては多種多様な
考え方が存在し，民主的にコソトロールされる公教育も，多種多様な選択肢の中の一つであると思
われる。そうである以上は，反対者に対して最小限必要とされる以上の公教育を強制できるとし，
原則的に義務教育の免除を認めないことには疑問を感じる。さらに，討議・熟慮を経た民主的決定
といっても，教育というものが人の精神的自由に深く関わるものである以上は，公教育を通じた多
数者による少数者に対する同質化作用には常に警戒すべきであるとも思われる。Gutmannの議論
を実社会に適用した場合には，「相互尊重」や「熟慮・討議能力」というような民主的徳性以上に，
市民の価値観がかなりの程度で同質化された社会を目指すものになってしまい，多数者とは異なる
生き方を必要以上に抑圧してしまう危険が伴うように思われる。それゆえ，リベラルな民主政にお
ける公教育のジレソマを政府と親とで権限を分配することで調整しようとする場合には，Galston
のように，親の教育の自由との関係では政府は最小限の公教育のみを正当化しうるとし，どうして
も必要な公教育についての政府利益を確保しながら，多種多様な価値観や生き方に最大限寛容であ
ろうとする方向で議論を深めていくことが妥当ではないかと思われる52。
　もっとも，政府は，特定の公教育の内容に反対する親に対して最小限の公教育のみを強制できる
としても，最小限の公教育の内容がどのようなものであるべきかに関しての争いは残る。Gut－
mannのように考えれば，最小限の公教育の内容には，「相互尊重」や「討議・熟慮能力」まで含
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まれるであろうし，Galstonのように考えれば，「子どもの通常の発達」の確保，「法律の遵守」や
自らの信念を他人に強制するために政府の権力を用いないという意味での「寛容」のみが含まれる
であろう。この点に関しては，確かに，Gutmannの主張するような民主的徳性がなければ，理想
的な討議民主主義社会は実現しないであろう。しかし，Galstonが指摘するように，「討議・熟慮
能力」などの民主的徳性を備えず，自らの所属する共同体の権威に従って生活する人びとが現実に
存在する社会において，その民主的徳性を，公教育によって強制的に促進することは，却って，リ
ベラルな民主政という憲法体制に対する反感を産む結果になるのではなかろうか。公教育におい
て，その民主的徳性を奨励することはできるとしても，それを反対者に対して強制するべきではな
い。公教育で奨励すべき価値と寛容であるべき価値とは異なりうるのではないか。一般的に，公教
育の目標をGutmann的な市民の育成であると設定しながらも，　Galstonが主張するように，特定
の場面では，子どもの通常の発達，法律の遵守，寛容というような最小限必要とされる市民教育の
水準を充たす限りで，公教育の特定の内容に反対する親に対して免除を認め，反リベラルな考え方
にも最大限の寛容を実践するべきだと思われる。その限りで，リベラルな民主政という憲法体制
“を，リベラルな多元主義として解釈するGalstonの所論は注目すべきだと考える。もし，討議民主
主義社会のために，反リベラルな価値観の是正が必要で，公教育においてりベラルな価値を奨励す
るべきだと考えるとしても，そのような理想のための試みは，政府の強制力にではなく，最終的に
は社会の中における市民同士の説得に期待するべきだと思われる。
　アメリカにおける論争は，まさにアメリカという国を舞台にした論争であり，特殊アメリカ的な
議論であるといえるかもしれない。それゆえ，日本において，本稿で取り上げたような課題をどう
考えるべきなのかということには，日本という国の現状をどう認識するのかということが不可欠で
ある。立憲民主主義という近代憲法学の大原則も，それを適用する社会の性質によって解釈が変わ
りうるであろう。しかし，アメリカにおける議論で争点となっていたような課題は，日本にも潜在
しているといいうるのではなかろうか。例えば，近年，日本では愛国心などを含む心の教育に対し
て政府が過度に介入しようする場面が多く見られるが，憲法論上，そのような政府の教育権限の限
界を見定めようとするならば，政府の教育権限と親の教育権限との対抗関係として描き出されるア
メリカでの議論の蓄積は，1960年代から1970年代にかけての日本の時代背景を反映して政府の教
育権限と教員の教育権限との対抗を中心に論じられてきた日本での議論とは対照的なものである。
それゆえ，アメリカでの議論は，日本の議論に対して新たな理論的視点を提供するものとして参考
に値すると思われる。また，日本での議論は，公教育が市民育成に関して果たすべき役割に関し
52Galstonのように公教育の免除を最大限認めようとする議論に対しては，学校当局が，親からの数限りない
　免除の要求に直面し，公教育そのものが立ち行かなくなってしまうのではないか，という反論が予想され
　る。その点で，親は，公教育の免除を求める場合には，子どもに特定の授業を受けさせることが自らの宗教
　的信念等に相当の負担を強いるものであることを疎明する責任を負うとすべきだろう。そして，親が疎明責
　任を果たした後には，政府は，免除を認めてしまったならば，公教育の最小限の目的さえも果たせなくなっ
　てしまうということを証明しなければならないとすべきであろう。
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て，いくつかの例外を除いて消極的であったといいうるであろう。それに対して，アメリカでの公
教育をめぐる議論は，リベラルな民主政を支える市民を育成するためにどのような公教育が必要
で，どのような公教育があってはならないのか，ということを中心に論じられている。この点，憲
法学から見て，公教育が一定程度の価値観を共有する市民ということを前提とするべきならば，ア
メリカの議論は注目に値するであろう。
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